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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 国立研究開発法人国立
環境研究所契約事務取扱細則第13条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札
者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Akimasa, Sumi President,

Incorporated Administrative Agency, Na‑

tional Institute for Environmental Studies

(NIES)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 63, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Web of Science backfiles (1 Set)

 Delivery period : 31, July, 2015

 Delivery place : Incorporated Adminis‑

trative Agency, National Institute for En‑

vironmental Studies (162 Onogawa, Tsu‑
kuba‑shi, Ibaraki, Japan)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 are classified as Grade A, B, C, or D

Sale of product in terms of the qualifi‑

cations for participating in tenders by

Ministry of the Environment (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal years 2013, 2014 and 2015 :

 not come under Article 5 of Detailed

Rules concerning the Contract for NIES.

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause :

 not come under Article 6 of Detailed

Rules concerning the Contract for NIES :

 are not being suspended from transac‑

tions by the request of the officials in

charge of contract :

 pledger to excluding crime syndicates

and other illegal organization defined in

the bid manual :

 Time limit of tender : 5 : 00 PM, 1, July,

2015

 Contact point for the notice : Ryo,

Takatani, Accounting Section, General Af‑

fairs Division, Incorporated Administrative

Agency, National Institute for Environ‑

mental Studies, 162 Onogawa, Tsukuba‑
shi, Ibaraki, 3058506 Japan. TEL 029
8502321

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年５月 13 日
支出負担行為担当官
東北地方整備局副局長 津田 修一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
〇第 10 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 釜石港湾口地区湾口防波堤（災害
復旧）本体工事（その３）
 工事場所 岩手県宮古市宮古港港内
 工事内容 本体工 １式、付帯工 １式、
仮置場整備工 １式
 工期 平成28年３月28日まで。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

 本工事においては、資料の提出、入札等を
電子入札システムで行う。なお、電子入札シ
ステムによりがたいものは、発注者の承諾を
得て紙入札方式に代えることができる。
 本工事は、入札時に工事費内訳書の提出を
求める工事である。
 本工事は、入札時に施工計画等の資料を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（簡易型）の対象工事のうち、品質確保のた
めの体制その他の施工体制の確保状況を確認
し、施工内容を確実に実現できるかどうかに
ついて審査し、評価を行う施工体制確認型総
合評価落札方式の試行工事である。
 本工事は、見積参考資料（金抜き設計書）
を開示する対象工事である。
 本工事は、中間前金払に代わり、短い間隔
で出来高に応じた部分払を選択することがで
きる「出来高部分払方式」の試行工事である。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。
なお、本方式の実施にあたっては、単価等
を個別に合意する方式（以下「個別合意方式」
という。）を基本とするが、受注者の希望によ
り、単価を一括的に合意する方式（以下「一
括合意方式」という。）も可能とする。
 本工事は、「港湾請負工事費積算基準」等に
より各種工種区分に従って対象額ごとに求め
た共通仮設費率（率分）及び現場管理費率に
それぞれの補正係数を乗じることとしている
ことから、見積にあたっては留意すること。
なお、補正係数については入札説明書に記載
している係数とする。
 本工事は、契約締結後、労働者確保に要す
る方策に変更が生じ、港湾請負工事積算基準
の金額相当では適正な工事の実施が困難と
なった場合に、実績変更対象額の支出実績を
踏まえて最終精算変更時点で設計変更する試
行工事である。詳細については、入札説明書
に記載する。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下、「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 東北地方整備局（港湾空港関係）における
「港湾土木工事」に係る一般競争参加資格の
決定を受けている者であること。
 東北地方整備局（港湾空港関係）における
「港湾土木工事」に係る一般競争参加資格の
決定の際に算定した客観点数が、1150点以
上の者であること。（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、東北地方整備局副局長が別に定める
手続に基づく一般競争参加資格の再審査の際
に算定した当該「港湾土木工事」における客
観点数が、1150点以上の者であること。）
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再審査を受けた者を除く。）でないこと。
 平成12年４月１日以降に元請けとして、完
成・引き渡しが完了した次に掲げる同種工事
の施工実績を有すること（共同企業体の構成
員としての施工実績は、出資比率が20％以上
であること。ただし、乙型共同企業体の同種
工事の施工実績については、出資比率にかか
わらず各構成員が施工を行った分担工事の実
績であること。）
・ケーソン製作用台船を使用して、鉄筋コン
クリートケーソンを製作した工事とする。
また、当該施工実績が国土交通省が発注し
た工事のうち入札説明書に示すものに係る施
工実績である場合にあっては、「請負工事成績
評定要領の制定について」（平成21年３月31日
付け国港技第105号の２）第５第２項に規定
する工事成績評定表の評定点合計（以下、「工
事成績評定点」という。）が入札説明書に示す
点数未満であるものを除く。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。なお、専任期間は工事着手日（予定日）
から工事完成日までとする。
１）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。


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